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国会は代表質問に入り、先週金曜日に菅総理大臣の所信表明演説に対する質疑が行われた。衆議院では、与党民主党の代表質問はなされなかったが、ねじれ国会に入って初めての本格的な国会の論戦だけに、菅総理をはじめ各閣僚の答弁も慎重さが目立ったといえよう。

今週は、衆参の予算委員会が開催される予定で、一問一答の真剣勝負が繰り広げられる。山積する難問について、それこそ熟議の民主主義が開花するよう期待したいものである。

■税制調査会進水式が終わり、キックオフへ

　税制調査会も6日開催された。6月中旬以来3ヵ月半ぶりで、菅総理はあいさつの中で進水式という言葉を使い、会長である野田財務大臣はキックオフと表現されるなど、玄葉、片山、海江田各大臣もそれぞれ新しい任務に対する抱負を語られ、秋の税制改革がスタートを切った。

財源難の中で、法人税の引き下げ問題や地球温暖化対策税、相続税の見直しなど、なかなか難しい課題に対してどのように取り組んでいくのか、注目されるところである。

今度の政府税制調査会では、オブザーバーとして各種会合に出席することになるわけで、改革の実現に向けて全力投球をしていきたい。

■若者の自殺の増加の背景、救貧法の世界しかない非正規労働者

　さて、内閣府の松元崇官房長がわざわざ参与室まで足を運んでこられ、実に興味深い資料を説明された。それは、自殺問題である。松元官房長は官房長就任前の仕事が政策統括官で、そのとき自殺問題に関わっておられたのだ。周知のように、わが国の自殺者数の推移を見ると1997年までは2万人台であったのが、翌98年から一気に3万人台に跳ね上がり昨年も32,845人で12年連続して3万人の大台を超え続けている。言うまでもなく、山一證券や拓銀の破綻など、金融危機が発生した直後から増え始めたのだ。

その中で、男女別では圧倒的に男性が多く、女性の2倍以上に達している。かつては交通事故で亡くなられる方が1万人を超えていたとき「交通戦争」と言われていた時代があるが、それを遥かに超す深刻な事態が続いているのだ。

もちろん、経済的な問題が一番多く、仕事についていない無職者が過半数を占めている。

そうした中でも一番驚いたのが1980年、90年、2000年、08年の推移を年齢別、男女別に見たグラフである。全体として中高年層で自殺者全体の6割、40~60代の男性で全体の4割を占めている。

さらに突っ込んでみてみると、男性の場合、高齢者の自殺率が年々低下しているのに、20~30代の若者の自殺率が年々増加をし続けているのだ。

女性の場合、65歳以上の高齢者の自殺率が劇的に低下しているのだが、20~30代では、少し上昇しているが男性ほど強く現れていない。

他方で、2008年の死因別順位に見た年齢階級・死亡率・構成割合を見たとき、何と15~19歳、20歳代、30歳代の死因第一位が何れも自殺で、20代前半では死亡者全体の50%を占めている。

　この数値を見ながら、何故若者がこんなに自殺に追いやられていくのか、しっかりと分析していく必要があるのではないか、という点である。松元官房長は、日本の社会保障は企業と家族の支えによって小さい政府で賄え、高齢者の年金、医療、介護は充実してきたのだが、産業構造の転換によって男性の片働きと女性の家事労働という家庭内分業が崩れ、女性の高学歴化と社会的進出によって、家族の社会保障安定化機能の低下が進む。と同時に、企業のほうもグローバル化の進展によって正規労働者をなるべく少なくし、非正規労働者で代替できるものは置き換えることによって正規労働者になれなかった若者に対し、何も社会保障の救済ができなくなり、救貧法の世界に陥れられているという。

その結果、非正規労働者が増大する中で特に若者の男子労働者に増大し、何の社会保障の支えがなくなることによって自殺者が急速に増大していると見ている。1998年以降、当初は40~50代の男子が自殺に追い込まれていたのが(もちろん、絶対数では一番多いのだが)、最近では若者の男性が自殺に追いやられていく比率が増えていることがわかる。

その背景には、やはり雇用問題が大きくのしかかっていると言えよう。菅総理が「雇用・雇用・雇用」と発言されているのも頷ける。日本の社会保障は、高齢者の年金・医療・介護に偏っており、それゆえ高齢者の自殺率が激減していることも見て取れるのだ。

問題は、正規雇用になれなかった若者にあることをしっかりと見ておく必要がある。

■いよいよ始まる、社会保障と税の一体改革

　報道でも明らかにされているのだが、政府は「政府・与党社会保障改革検討本部」(仮称)を近日中にも立ち上げる意向といわれる。小生にもメンバーに入って欲しいと言う要請が来ている。また、それと並行して民主党にも「税と社会保障の抜本的改革調査会」(藤井裕久会長)が設置され、民主党内でも動きが始まろうとしている。

藤井会長からも、この調査会にも参加してほしい、との要請も受けている。もちろん、喜んで参加したいと思う。社会保障の将来像の確立と、それに要する財源の算定なくして将来の国の形は定まらないし、どれだけの財源を国民から税や社会保険料として分担していただくのかも明らかにならない。政府・与党の将来像がまとまらないかぎり、他の野党に対する協議の呼びかけもできないだけに、年内にはその骨格ができなければならない。税制調査会の動きだけでなく、この社会保障改革に向けての政府・与党の動きこそ、早急に整理すべき今後の重要な課題である。

参議院選挙が終わり、衆参の選挙は任期満了であればあと3年はない。この期間こそ、与野党が丁寧に社会保障や税制改革を進めていく絶好のチャンスなのだ。努力していきたい。

